
CONTENTS

2024
J U N E

明治学院大学法学部教授

最高裁判決の“解釈汚染” ·· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·渡辺　充	・	 2

税の窓 · 	・	 1

税務・税制ニュース＆トピックス · 	・	 4

出たとこ旅行記 ·  高殿　円	・	 62
５択占い ·  沙耶花	・	152
編集室から ·  	・	152

Color Page

税制論議の最前線 ·  土居丈朗	・	 81
新・創の駆け込み相談所  ·  髙橋　創	・	 82

�税制未来予想図 · 	・	 84

やまねこの負動産コレクション ·  溝口喜郎	・	 86
４コマDEマナー ·  茂垣志乙里	・	 88

〔追悼〕 渡辺淑夫先生 	 	永峰　潤・成松洋一・濱田康宏・南　繁樹	・	 71

特集1

所得税・
個人住民税の
給与所得者の所得税の６月からの月次減税
同一生計配偶者等の確認と控除を正しく行うために·· 	伊東博之	・	10

給与所得者の所得税の年末調整
年調減税事務の意義，対象者の範囲と年調減税額の計算·· 	日景　智	・	20

給与所得者の所得税の確定申告
例年は申告不要の納税者も必要となるか確認を·· 	山田誠一朗／三ツ木亮太郎	・	28

事業所得者等の所得税の予定納税・確定申告
確定申告等において特別減税を受ける多様なケース·· 	小田　満	・	36

個人住民税の定額減税
年度により異なる対象者の範囲に注意·· 	森　康博	・	45

定額減税
令和６年６月から１年の間に何をするのか

2



VOL.72/NO.6

TAXATION BUSINESS REVIEW

事業承継の最新事情

特集2

法人版事業承継税制
後継者の役員就任の時期決定と準備は早々に·· 	松浦真義	・	90

事業承継における組織再編税制
経営戦略としての活用が中小企業の活路を開く·· 	松下孝司	・	98

事業承継におけるM&Aの意義
７つの事前確認でトラブルを回避する·· 	鏡　弘樹	・	105

国を跨ぐ事業承継
海外赴任中の後継者へ事業承継を行う場合は帰国予定の確認を·· 	中山史子	・	114

事業承継と親族間トラブルの対策
スリー・サークル・モデルで関係性の可視化を·· 	藤本江里子	・	122

各手法を取り巻く環境の変化は

BOOKS   『要件事実で構成する相続税法』·· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·（評者）木村浩之	・	151

租税法の難問・理論編（第15回）�
� 中里　実	・	 6

税制之理（第206回）� 森信茂樹	・	 8

「資産税の審理力」養成講座（第15回）�
� 内野　茂	・	 53
実務に役立つ判例研究（第189回）
� 林　仲宣／髙木良昌	・	 60
租税法学と租税実務（第3回）� 品川芳宣	・	 63

連載

見解の相違を解消するヒント（第39回）
� 北村　豊	・	 131
欠損法人の実態（第2回）
� 土居丈朗	・	 134

租税法務学会裁決事例研究（第303回）
� 川端忠範	・	 143

＊　続・実践租税正義学，資産形成に向けた投資リテラシーは，
　　今号は休載させていただきます。

3


